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平
成
19
年
度
の
市
の
連
結
会
計
の
状
況

(

普
通
会
計
と
、
国
民
健
康
保
険
や
工
業

団
地
事
業
な
ど
の
特
別
会
計
、
下
水
道
会

計
な
ど
の
公
営
企
業
会
計
も
合
わ
せ
た
全

体
の
状
況)

は
、
24
億
円
も
の
赤
字
と
な

り
ま
し
た
。
当
時
全
国
約
１
８
０
０
自
治

体
の
う
ち
、
連
結
赤
字
だ
っ
た
の
は
当
市

を
含
め
た
71
団
体
で
し
た
。
ま
た
、
平
成

22
年
度
に
作
成
し
た
平
成
30
年
度
ま
で
の

財
政
見
通
し
で
は
、
一
時
的
で
は
な
い
収

支
不
足
が
見
込
ま
れ
、
何
の
対
策
も
取
ら

な
け
れ
ば
財
源
不
足
に
陥
る
予
測
で
し
た
。

　

さ
ら
に
、
北
上
地
区
広
域
土
地
開
発
公

社
が
抱
え
て
い
た
96
億
円
超
の
負
債
を
は

じ
め
、
先
送
り
で
き
な
い
課
題
も
あ
っ
た

こ
と
か
ら
、
そ
れ
ら
を
解
決
し
、
持
続
可

能
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、
経
営

改
革
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。

　

経
営
改
革
で
は
、
歳
出
削
減
と
歳
入
確

保
の
両
面
か
ら
取
り
組
む
必
要
が
あ
っ
た

た
め
、
左
の
ペ
ー
ジ
に
示
す
６
項
目
に
取

り
組
み
ま
し
た
。

　

市
民
生
活
に
直
結
す
る
項
目
が
多
く
、

市
民
の
皆
さ
ん
に
負
担
を
お
願
い
し
て
き

ま
し
た
が
、
ど
の
項
目
も
将
来
に
わ
た
る

安
定
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
続
け
る
た
め

に
欠
か
す
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
で
し
た
。

　

経
営
改
革
以
前
の
市
の
財
政
状
況
は
、

国
の
三
位
一
体
改
革
の
影
響
を
受
け
、
平

成
12
年
度
に
91
億
円
あ
っ
た
普
通
地
方
交

付
税
が
、
平
成
19
年
度
に
は
お
よ
そ
半
分

の
46
億
円
に
ま
で
落
ち
込
む
な
ど
極
め
て

厳
し
い
状
況
に
直
面
し
ま
し
た
。
ま
た
、

平
成
19
年
度
に
財
政
健
全
化
法
が
制
定
さ

れ
、
普
通
会
計
と
特
別
会
計
、
企
業
会
計

を
合
わ
せ
た
連
結
で
自
治
体
財
政
の
健
全

性
が
判
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

取
り
組
み
の
中
で
歳
入
確
保
に
大
き
く

寄
与
し
た
の
は
市
税
の
税
率
改
定
で
し

た
。
法
人
市
民
税
と
固
定
資
産
税
の
税
率

を
引
き
上
げ
、
７
年
間
で
43
億
２
０
０
０

万
円
余
り
の
増
収
と
な
り
ま
し
た
。
経
営

改
革
の
終
了
に
よ
り
、
引
き
上
げ
て
い
た

税
率
は
元
に
戻
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
他
、
市
の
施
設
の
廃
止
や
使
用
料

の
改
定
、
補
助
金
な
ど
の
見
直
し
な
ど
に

よ
る
効
果
を
合
わ
せ
る
と
ト
ー
タ
ル
49
億

９
０
０
０
万
円
の
効
果
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、
心
配
さ
れ
て
い
た
財
源
不

足
を
回
避
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
経
営
改
革
以
外
の
要
因
と
し
て
、

想
定
し
て
い
な
か
っ
た
国
か
ら
の
交
付
金

(

経
済
対
策
の
臨
時
交
付
金
や
震
災
復
興

特
別
交
付
税)

が
あ
っ
た
こ
と
も
、
財
政

状
況
の
改
善
に
つ
な
が
り
ま
し
た
。

経
営
改
革
の
必
要
性

取
り
組
み
内
容

経
営
改
革
に
至
る
経
緯

成
果

財政の"過去"、"現在"、"未来"

北上市の経営改革の成果報告
平成23年度から30年度まで、歳出の削減と歳入の確保の両面で経営改革に取り組み、当時見込んでいた財源不足を

回避することができました。市民の皆さんのご協力に感謝申し上げます。

これまでの取り組みを振り返りながら、経営改革の成果を報告します。　問 財政課☎72-8249
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解
決
し
た
課
題

今
後
の
展
望

　

経
営
改
革
の
期
間
中
に
、
市
税
の
伸
び

に
よ
る
財
源
を
活
用
し
て
特
別
会
計(

工

業
団
地
事
業
、
宅
地
造
成
事
業)

の
繰
上

充
用
を
解
消
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

繰
上
充
用
と
は
、
そ
の
年
度
に
不
足
し
た

歳
入
を
翌
年
度
の
歳
入
か
ら
穴
埋
め
す
る

も
の
で
す
。
ま
た
、
下
水
道
事
業
の
借
入

金
も
解
消
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

多
額
の
負
債
が
あ
っ
た
北
上
地
区
広
域

土
地
開
発
公
社
を
清
算
す
る
際
に
借
り
入

れ
た
第
３
セ
ク
タ
ー
改
革
推
進
債
は
、
南

部
工
業
団
地
な
ど
の
分
譲
が
順
調
に
進
ん

だ
こ
と
に
よ
り
、
毎
年
の
返
済
計
画
に
上

乗
せ
し
て
32
億
円
以
上
を
繰
り
上
げ
て
償

還
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

今
後
５
年
間
の
財
政
見
通
し
は
、
令
和

５
年
度
ま
で
は
歳
出
超
過
に
よ
る
基
金
を

取
り
崩
し
て
の
財
政
運
営
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。
ま
た
、
今
後
数
年
間
は
複
数
の
小

学
校
整
備
な
ど
を
行
う
ほ
か
、
公
共
施
設

の
長
寿
命
化
に
も
取
り
組
む
た
め
、
必
要

な
費
用
は
多
額
に
な
る
と
見
込
ん
で
い
ま

す
。

　

令
和
６
年
度
に
は
企
業
誘
致
に
よ
る
税

収
増
に
よ
っ
て
収
支
改
善
が
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
が
、
経
営
改
革
終
了
後
も
健
全
な

財
政
運
営
を
進
め
、
安
定
し
た
経
営
に
よ

り
市
民
福
祉
の
向
上
に
取
り
組
み
ま
す
。

繰上償還額

平成24年度 ２億4,500万円

平成25年度 ３億3,000万円

平成26年度 19億1,100万円

平成27年度 ６億8,100万円

平成28年度 3,400万円

歳入増加と歳出削減で、約49.９億円分の財源を創出

約43.0億円増 約６.9億円減
【内訳】 市税税率の改定　＋43. ２億円

その他	 －　	０. ２億円
【内訳】 補助金などの見直し　－４. ８億円

市の施設の見直し	 －２. １	億円

歳入増加

歳入確保

その他

歳出削減

歳出削減

収支バランスを改善し、財源不足を回避できました

健全な財政運営を進めます

歳出(支出)と歳入(収入)を見直しました

借入金の返済に
充てました

経営改革の要点

①市の施設の見直し　：31施設の廃止や地元移管
②補助金などの見直し：76の補助金の廃止など

③市税税率の改定　　：法人市民税と固定資産税の税率引上げ
④施設使用料の見直し：原則としておおむね1.5倍に引き上げ
⑤減免規程の見直し　：公共施設の統一的な減額･免除規程の新設

⑥土地開発公社の清算：北上地区広域土地開発公社の負債の計画的解消
※引き上げた市税税率は従来の税率に戻しています

■小学校の整備

■公共施設の長寿命化

■道路などのインフラや、 新健康管理 ･ 子育て複合施設　　
　	の整備など

令和６年度には、 収支が改善する見込みですが、 今後５年間は支出

が増えるため、 市は今後も健全な財政運営を進めます。

各年度の繰上償還額 ( 償還 ：負債を返済すること )

今後５年間の

大きな支出

取り組みの
成果

今後の
展望

これまでの
取り組み
内容

解決した
課題

110 億

115 億

120 億

125 億

130 億

135 億

140 億

H30H29H28H27H26H25H24H23H22

超過税率を除く市税の実績値
超過税率分の実績値( 円 )

33.0 億

33.2 億

33.4 億

33.6 億

33.8 億

34.0 億

34.2 億

H30H29H28H27H26H25H24H23H22

基準年

( 円 )

約 43.2 億円増収

市税税率の改定

約４. ８億円削減

補助金などの見直し


